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(百万円未満切捨て)

１．2022年12月期第２四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第２四半期 141,328 6.7 8,995 3.0 9,954 5.2 5,850 25.7

2021年12月期第２四半期 132,508 8.1 8,731 3.4 9,462 9.0 4,653 20.3
(注) 包括利益 2022年12月期第２四半期 7,459百万円( 64.7％) 2021年12月期第２四半期 4,530百万円( 3.0％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第２四半期 186.54 186.34

2021年12月期第２四半期 148.66 148.54
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、2022年６月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第２四半期 237,249 148,076 54.8

2021年12月期 228,915 142,968 54.6
(参考) 自己資本 2022年12月期第２四半期 130,034百万円 2021年12月期 125,047百万円
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、2022年６月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 － 26.00 － 26.00 52.00

2022年12月期 － 54.00

2022年12月期(予想) － 55.00 109.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 265,500 3.0 17,300 2.7 18,500 2.9 9,700 6.2 309.38
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

(注)詳細は、添付資料10ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事
項」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、添付資料10ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事
項」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期２Ｑ 33,700,000株 2021年12月期 33,700,000株

② 期末自己株式数 2022年12月期２Ｑ 2,314,358株 2021年12月期 2,346,673株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期２Ｑ 31,363,695株 2021年12月期２Ｑ 31,302,730株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含
んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
　なお、業績予想の前提となる条件等については、添付資料４ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報
(３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における日本経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症や半導体不足によるサプラ

イチェーンの混乱による影響は残るものの、製造業を中心に国内の景気回復が進みました。一方で、欧米各国のイ

ンフレ懸念に伴う金利の上昇と、それに伴う円安の進行やウクライナの地政学的問題が及ぼすエネルギーコストの

高騰等、今後の経済活動への新たな懸念事項が生じております。

情報サービス産業におきましては、生産性向上・業務効率化やビジネスモデルの変革を目的とした「デジタルト

ランスフォーメーション（以下、DX）」等、業務改革やビジネス革新におけるデジタル技術活用への意欲は依然と

して強く、世界的な物価上昇や長期化するサプライチェーンの混乱等の影響を見定めながらではあるものの、シス

テム投資需要は堅調な状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは、2022年２月10日に発表した中期経営計画（2022-2024）に基づき「デジ

タル技術でIT、OTの両面からDXをリードし、 お客様と社会の価値向上とイノベーションに貢献」を3ヵ年経営方針

に掲げ、持続的な成長と付加価値向上の実現に取り組んでまいりました。さらに、デジタル技術の徹底的な利用に

より当社の競争力を向上させるとともに、その成果をお客様に展開することでお客様のデジタル化を牽引し競争力

向上に貢献する「DX戦略」も公表しております。これらの取り組みが評価され、DXを牽引するデジタル企業の代表

として、７月には経済産業省が選定する「DX認定事業者（※）」に認定されました。

また、事業展開力をより一層強化し今後のさらなる成長に備えるため、全体最適な組織体制の変革にも取り組ん

でまいりました。

システム構築分野の業務系システム開発におきましては、お客様のDXに必要不可欠なクラウド環境や仮想化をグ

ローバルベンダーの技術も活用して実現するシステムインフラ構築分野や、事業基盤強化のための基幹システムの

再構築、新たなサービスを展開するためのサービスシステム開発等の分野で引き続き活況を呈しております。さら

に、DXが進む中で複数のクラウドサービスを組み合わせて最適な環境を実現するマルチクラウド化が浸透しつつあ

り、クラウドサービスを中心に安定した成長が続いております。金融業向けにおきましては、経営効率化や新たな

保険ビジネスの構築等、DXの推進に向けた戦略的なIT投資需要に対して積極的な営業活動を展開するとともに、既

存システムの開発から保守まで統合的なソリューションを提供しビジネス拡大を図ってまいりました。また、流通

業におきましては、「ニューリテール」と呼ばれる小売業のDXを実現するための店舗システムや基幹システム構築

等、お客様のデジタル変革需要に的確に対応いたしました。

組込/制御系システム開発におきましては、機械制御分野では、堅調であった中国に加えて欧米、アジア、日本

と世界規模で設備投資が活発化し、工作機械・ロボット等のFA（工場自動化）分野や、ますます旺盛な半導体製造

装置関連分野で好調に推移しました。自動車分野では、生産活動の大幅な回復に伴いソフトウェア開発需要も復調

しており、カーナビ等の車載機器、 ADAS（先進運転支援システム）等、豊富な開発実績を有する車載システム開

発が好調に推移いたしました。また、カーボンニュートラルの実現に向けて市場拡大が見込まれる電動化分野等の

需要に確実に対応できるよう、技術力・営業力を強化し受注拡大に取り組んでおります。

プロダクト・サービス分野におきましては、前年はGIGAスクール構想の後押しを受けたICT機器の急激な需要増

加により、モバイルルータや機器販売が急拡大しましたが、現在では需要は落ち着き、安定的に推移しておりま

す。しかしながら、子会社のサイバネットシステムにおいてSynopsys社との販売代理店契約終了よる受注減少が影

響し、やや低調に推移いたしました。

他方では、生活様式の大きな変化に伴う様々な社会変化を好機と捉えて、新たなプロダクト製品の開発・販売を

進めております。2022年４月には、オンライン商談ルーム「MEMTOM（メントム）」、バーチャルイベント空間

「FAMevent（ファムイベント）」の提供を開始いたしました。今後もICTの力で、社会の課題解決に積極的に取り

組み、事業の強化・拡大を目指してまいります。

なお、これまでの多くの株主様との対話を実施するなかで頂いたご指摘やご提案を取り入れ、全ステークホルダ

ーの皆様に対する価値向上を推進する新組織として「企業価値向上委員会」を新設いたしました。事業方針・社内

資源の配分・ガバナンスやステークホルダーとの対話についての再検証を行い、よりいっそうの企業価値向上を推

進してまいります。
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※DX認定事業者：「情報処理の促進に関する法律」に基づき、「デジタルガバナンス・コード」の基本的事項に

対応する企業を国が認定する制度です。独立行政法人情報処理推進機構が、本制度に関わる「DX認定制度事務局」

として各種相談・問合せ、及び認定審査事務を行っています。

このような活動により、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、SI事業が好調に推移し、売上高は

1,413億28百万円(前年同期比6.7％増)となりました。また、販売費及び一般管理費は213億63百万円(前年同期比

5.7％増)になり、営業利益は89億95百万円(前年同期比3.0％増)、円安による為替差益の増加等により、経常利益

は99億54百万円(前年同期比5.2％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は58億50百万円(前年同期比25.7％増)

となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ＳＩ（システムインテグレーション）事業

ＳＩ事業における、組込系/制御系ソフトウェアにおきましては、機械制御系が好調に推移、自動車など各分野

も堅調に推移し、増収・増益となりました。業務系ソフトウェアにおきましては、金融業やシステムインフラ構築

が好調に推移し増収となり、営業利益は、不採算案件等により減益となりました。プロダクト・サービスにおきま

しては、前年に好調であった他社ライセンス及びハードウェアの販売の反動減や、子会社における販売代理店契約

終了の影響等により減収・減益となりました。アウトソーシングにおきましては、保守サービス案件の増加等によ

り増収となり、営業利益は、データセンター移行に伴う一時支出があったものの、増収により増益となりました。

以上の結果、売上高は1,337億86百万円（前年同期比5.7％増）となり、営業利益は82億26百万円（前年同期比

0.7％減）となりました。

※ＳＩ事業の主な売上高及び営業利益の内訳については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

売上高 前年同期比(％) 営業利益 前年同期比(％)

　ＳＩ事業合計 133,786 105.7 8,227 99.3

システム構築 80,260 113.4 5,141 117.9

組込系/制御系ソフトウェア 36,475 110.0 3,014 135.1

業務系ソフトウェア 43,785 116.4 2,127 99.8

プロダクト・サービス 53,525 95.9 3,086 78.7

プロダクト・サービス 46,015 93.9 2,549 74.5

アウトソーシング 7,510 110.3 536 106.8

　 (注) 営業利益については、セグメント間取引消去１百万円が含まれております。

②ファシリティ事業

ファシリティ事業におきましては、売上高は13億40百万円（前年同期比7.0％増）となり、原価率の悪化により、

営業利益は３億73百万円（前年同期比8.2％減）となりました。

③その他

その他におきましては、コールセンターサービス及びＢＰＯサービスの官公庁、地方自治体のスポット案件の増

加等により、売上高は62億１百万円（前年同期比33.5％増）となり、子会社の利益改善等により、営業利益は３億

93百万円（前年同期比916.6％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

総資産

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,372億49百万円（前連結会計年度末差83億34百万円増）となり

ました。その内訳は、流動資産が1,140億75百万円（前連結会計年度末差29億47百万円増）、固定資産が1,231億73

百万円（前連結会計年度末差53億86百万円増）であります。

流動資産の主な変動要因は、前払費用が59億53百万円（前連結会計年度末差30億45百万円増）によるものです。

固定資産の主な変動要因は、建設仮勘定が114億44百万円（前連結会計年度末差44億14百万円増）、建物及び構

築物が286億20百万円（前連結会計年度末差14億54百万円増）によるものです。

負債

当第２四半期連結会計期間末における負債総額は891億72百万円（前連結会計年度末差32億25百万円増）となり

ました。その内訳は、流動負債が729億56百万円（前連結会計年度末差49億38百万円増）、固定負債が162億15百万

円（前連結会計年度末差17億12百万円減）であります。

流動負債の主な変動要因は、前受金が79億６百万円（前連結会計年度末差26億15百万円増）、支払手形及び買掛

金が149億円（前連結会計年度末差19億53百万円増）によるものです。

固定負債の主な変動要因は、退職給付に係る負債が45億３百万円（前連結会計年度末差12億78百万円減）、長期

借入金が90億７百万円（前連結会計年度末差３億58百万円減）によるものです。

純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産は1,480億76百万円（前連結会計年度末差51億８百万円増）となり、

自己資本比率は前連結会計年度末の54.6％から54.8％となりました。

　

キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、385億68百万円

であり、前連結会計年度末に比べ、23億８百万円の減少となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、52億78百万円となりました。

これは、商品の先行仕入、消費税や法人税の納付と、増収・増益に伴う入金増加等によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、77億14百万円となりました。

これは、オフィス建設や自社製品等への投資及び定期預金への預入等の支出によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、５億72百万円となりました。

これは、配当金の支払い及び資金調達等によるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の連結業績予想におきましては、2022年２月10日公表の「2021年12月期決算短信」に記載のとおりであり、

当該連結業績予想の修正はありません。

また、新型コロナウイルスの感染拡大による業績への影響は現時点では見通すことは困難であるため、業績予

想には反映しておりません。今後、修正の必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 40,351 39,472

受取手形及び売掛金 57,352 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 53,827

有価証券 5,000 7,500

商品 1,378 752

仕掛品 3,034 3,472

原材料及び貯蔵品 37 69

その他 4,177 9,106

貸倒引当金 △202 △124

流動資産合計 111,128 114,075

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 58,111 60,243

減価償却累計額 △30,945 △31,622

建物及び構築物（純額） 27,166 28,620

土地 53,173 53,173

建設仮勘定 7,030 11,444

その他 14,274 14,757

減価償却累計額 △11,300 △11,860

その他（純額） 2,973 2,896

有形固定資産合計 90,344 96,135

無形固定資産

のれん 385 355

ソフトウエア 4,115 4,201

その他 47 45

無形固定資産合計 4,547 4,601

投資その他の資産

投資有価証券 8,355 7,878

退職給付に係る資産 6,001 6,404

繰延税金資産 2,968 3,255

その他 5,591 4,920

貸倒引当金 △21 △23

投資その他の資産合計 22,894 22,436

固定資産合計 117,786 123,173

資産合計 228,915 237,249
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,947 14,900

短期借入金 4,738 4,635

1年内返済予定の長期借入金 14,724 16,220

未払費用 5,137 4,505

未払法人税等 5,247 3,145

賞与引当金 6,834 6,520

役員賞与引当金 279 174

工事損失引当金 277 197

事業撤退損失引当金 52 38

助成金返還引当金 443 484

補償損失引当金 － 199

その他 17,336 21,932

流動負債合計 68,018 72,956

固定負債

長期借入金 9,366 9,007

役員退職慰労引当金 542 320

退職給付に係る負債 5,782 4,503

その他 2,237 2,384

固定負債合計 17,928 16,215

負債合計 85,946 89,172

純資産の部

株主資本

資本金 26,200 26,200

資本剰余金 28,979 29,029

利益剰余金 82,645 87,189

自己株式 △4,748 △4,616

株主資本合計 133,076 137,803

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,709 1,365

繰延ヘッジ損益 △0 0

土地再評価差額金 △8,228 △8,228

為替換算調整勘定 246 670

退職給付に係る調整累計額 △1,756 △1,576

その他の包括利益累計額合計 △8,029 △7,768

新株予約権 620 615

非支配株主持分 17,300 17,426

純資産合計 142,968 148,076

負債純資産合計 228,915 237,249
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 132,508 141,328

売上原価 103,566 110,969

売上総利益 28,942 30,358

販売費及び一般管理費 20,210 21,363

営業利益 8,731 8,995

営業外収益

受取利息 41 41

受取配当金 123 99

持分法による投資利益 150 9

為替差益 365 788

その他 117 173

営業外収益合計 797 1,111

営業外費用

支払利息 32 24

固定資産除却損 18 76

その他 15 50

営業外費用合計 66 151

経常利益 9,462 9,954

特別利益

投資有価証券売却益 2,759 －

貸倒引当金戻入額 － 76

退職給付引当金戻入額 － 80

特別利益合計 2,759 157

特別損失

減損損失 468 28

関係会社株式売却損 2,169 －

補償損失引当金繰入額 － 199

事務所移転費用 － 44

感染症対策費 36 64

その他 78 19

特別損失合計 2,753 356

税金等調整前四半期純利益 9,469 9,755

法人税、住民税及び事業税 3,803 2,536

法人税等調整額 △308 283

法人税等合計 3,494 2,819

四半期純利益 5,974 6,935

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,321 1,084

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,653 5,850
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 5,974 6,935

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,988 △350

繰延ヘッジ損益 0 △0

為替換算調整勘定 304 680

退職給付に係る調整額 152 177

持分法適用会社に対する持分相当額 86 17

その他の包括利益合計 △1,444 523

四半期包括利益 4,530 7,459

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,068 6,055

非支配株主に係る四半期包括利益 1,461 1,403
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,469 9,755

減価償却費 2,852 2,373

減損損失 468 28

感染症対策費 36 64

のれん償却額 29 29

工事損失引当金の増減額（△は減少） △74 △94

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 55 △118

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △233 △264

退職給付信託の設定額 － △1,000

持分法による投資損益（△は益） △150 △9

支払利息 32 24

為替差損益（△は益） △437 △727

投資有価証券売却損益（△は益） △2,759 －

事務所移転費用 － 44

関係会社株式売却損益（△は益） 2,169 －

固定資産除却損 67 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,151 2,738

棚卸資産の増減額（△は増加） 722 159

仕入債務の増減額（△は減少） 1,438 2,119

前払費用の増減額（△は増加） △1,069 △2,959

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,655 △2,167

未払金の増減額（△は減少） 278 135

未払人件費の増減額（△は減少） △434 △462

長期前払費用の増減額（△は増加） 517 580

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 11 －

その他 △393 △432

小計 12,094 9,818

利息及び配当金の受取額 166 142

利息の支払額 △35 △25

法人税等の支払額 △2,604 △4,582

事業撤退損の支払額 － △14

感染症対策費の支払額 △32 △60

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,589 5,278

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,449 △3,042

定期預金の払戻による収入 9,304 802

有形固定資産の取得による支出 △802 △3,211

無形固定資産の取得による支出 △2,137 △1,395

有価証券の取得による支出 － △1,000

投資有価証券の売却による収入 3,891 －

関係会社株式の売却による収入 4,330 －

その他 132 132

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,269 △7,714
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

子会社の自己株式の取得による支出 － △361

短期借入れによる収入 5,832 4,993

短期借入金の返済による支出 △21,580 △5,099

長期借入れによる収入 3,500 5,000

長期借入金の返済による支出 △583 △3,862

非支配株主への払戻による支出 － △121

配当金の支払額 △720 △814

非支配株主への配当金の支払額 △392 △453

ストックオプションの行使による収入 205 145

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による
支出

△0 △4

その他 △16 6

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,755 △572

現金及び現金同等物に係る換算差額 348 700

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,452 △2,308

現金及び現金同等物の期首残高 37,450 40,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 41,902 38,568
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
　

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

該当事項はありません

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

　一部の連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。
　

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

(1) 本人及び代理人取引に係る収益認識

SI事業の一部の取引について、従来は、総額で収益として認識しておりましたが、顧客への財又はサービ

スの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、純額で収益を認識する方法に変

更しております。

(2) 一定期間にわたり充足される履行義務

・受注制作ソフトウェア開発に係る収益の認識時期について、従来は、進捗部分について成果の確実性が認め

られる契約の場合は工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の場合については完成基準を

適用しており、これを、第１四半期連結会計期間より、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足

すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合を除き、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間

にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間に

わたり売上計上する方法に変更しております。

・成果物の納品義務のない準委任契約により提供するサービスについて、従来は、サービス提供の完了をもっ

て売上計上しておりました。これを、第１四半期連結会計期間より、契約における取引開始日から完全に履

行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合を除き、財又はサービスに対する支配が顧客

に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり売上計上する方法に変更しております。

・一部の連結子会社で提供しているソフトウェアのメンテナンスサービスについて、従来は、主として契約開

始時点で収益を認識しておりました。これを、第１四半期連結会計期間より、契約期間にわたり収益を認識

する処理に変更しております。

(3) 取引価格の配分

一部の連結子会社において、ライセンスの供与とメンテナンスサービスが含まれる単一の契約について、

ライセンスの供与とメンテナンスサービスごとに履行義務を識別し、独立販売価格の比率に基づきそれぞれ

の履行義務に取引価格を配分する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

　



富士ソフト株式会社(9749) 2022年12月期 第２四半期決算短信

12

っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は618百万円減少し、売上原価は320百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ297百万円減少しております。また、利益剰余金の

当期首残高は493百万円、非支配株主持分は413百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含め

て表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前

連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第

２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報は記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、四半期連結財

務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、2022年３月11日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う取締役及び監査役に対

する退職慰労金の打切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、第１四半期連結会計期間において当社は「役員退職慰労引当金」218百万円を取崩し、当連結会

計年度における未払額を長期未払金として固定負債の「その他」に含めて表示しております。

　なお、一部の連結子会社につきましては、引き続き役員の退職慰労金支給に備えるため、当連結会計年度末に

おける内規に基づく要支給額を「役員退職慰労引当金」に計上しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

ＳＩ事業
ファシリ
ティ事業

計

売上高

外部顧客への売上高 126,612 1,252 127,864 4,644 132,508 － 132,508

セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 371 394 333 727 △727 －

計 126,635 1,623 128,258 4,977 133,236 △727 132,508

セグメント利益 8,284 406 8,691 38 8,730 1 8,731

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、データエントリー事業、コンタ

クトセンター事業及び再生医療事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額１百万円には、セグメント間取引消去１百万円が含まれております。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2022年１月１日 至 2022年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

ＳＩ事業
ファシリ
ティ事業

計

売上高

　一時点で移転される財 110,057 224 110,281 824 111,106 － 111,106

　一定の期間にわたり移
される財

23,728 － 23,728 5,372 29,101 － 29,101

　顧客との契約から
生じる収益

133,786 224 134,010 6,196 140,207 － 140,207

　その他の収益（注４） 0 1,115 1,115 4 1,120 － 1,120

外部顧客への売上高 133,786 1,340 135,126 6,201 141,328 － 141,328

セグメント間の内部
売上高又は振替高

46 265 312 333 645 △645 －

計 133,833 1,605 135,438 6,534 141,973 △645 141,328

セグメント利益 8,226 373 8,599 393 8,993 1 8,995

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、データエントリー事業、コン

　 タクトセンター事業及び再生医療事業等を含んでおります。

　２ セグメント利益の調整額１百万円には、セグメント間取引消去１百万円が含まれております。

　３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　４ その他の収益の主なものは、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等で

　 す。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。

３ 報告セグメントの変更等に関する情報

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識会計に関する会計基準」

（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理の方法を変更したため、報告セ

グメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法と比較して、当第２四半期連結累計期間の「SI事業」の売上高が613百万円減少し、

セグメント利益が292百万円減少し、「その他」の売上高が５百万円減少し、セグメント利益が５百万円減少してお

ります。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報は記載してお

りません。

　


